
  

 

 
 

パリ協定に整合する気候変動政策から遅れをとる日本の経済団体 
日本企業の潮流から距離を取る経団連の政策的立場 

 

ロンドンを拠点とする投資家へのデータプロバイダーである InfluenceMap（日本代表事務所：東京都港区）
が発表した最新の報告書によると、日本の自動車産業や重工業などを代表する業界団体は、依然としてパリ協
定に整合したかたちでの日本の気候変動政策の行く手をさまたげ、再生可能エネルギーへの移行を遅らせている
ことが分かりました。 
 
この分析は、InfluenceMap が随時更新する、気候変動に関する企業による政策関与（ロビー活動）をモニタ
リングする「企業による気候変動政策関与 - 日本プラットフォーム」を利用しています。ここでは、国内の 50 の経
済・業界団体と 20の大企業による気候変動政策への関与を追跡しています。 
 
日本における気候変動政策への関与の大部分は、日本鉄鋼連盟、電気事業連合会（電事連）と自動車工
業会（自工会）など、エネルギー多消費セクターを代表するいくつかの業界団体によって行われていることが分か
りました。これらの団体は、日本経済団体連合会（以下、経団連）と共に、パリ協定の目標とは整合していない
政策関与を行っていることが示されています。その政策関与は、気候変動政策に前向きな企業よりも活発に行わ
れています。 
 
InfluenceMap が 2020年に発行した報告書以来、いくつかの改善点がみられるものの、これらの団体によるネ
ガティブな関与は、個社として気候変動政策に対する前向きな姿勢とは相容れないものです。 
 
前向きな姿勢を持つ企業や業界は、不動産、建設、消費財、小売や IT を含むサービス業などがおり、日本
経済の大部分を占めています。これらの業界は、国内の気候変動政策に関する議論でリーダーシップを発揮し、
化石燃料からの脱却を図る必要性についての発言を強めています。 
 
主要な調査結果は、以下の通りです： 
 

• 経団連の総合スコアは、前回の報告書に比べ若干の改善がみられます。これは、政府が発表した 2050
年カーボンニュートラル目標、2030年の温室効果ガス排出削減目標ならびに再生可能エネルギー目標
に対して前向きであることが主な要因とみられています。しかし、経団連は、具体的な気候政策について
は依然として否定的な立場をとっています。 

• 最も否定的な業界団体は、石炭フロンティア機構（JCOAL）と日本鉄鋼連盟です。これらの業界団
体は、パリ協定の目標に対する政策関与の整合性を測定する InfluenceMapシステム（A から F ま
での評価）にて、いずれも「E」を獲得しています。 

• 小売、ヘルスケア、ITなどのサービス業界は、化石燃料に関係している業界団体と比較して政策関与の
度合いが低いものの、2020年以降それが高まってきています。積極的かつ前向きなアドボカシーを行う
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団体も増えてきており、中でも注目すべきは日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）です。再
生可能エネルギー政策、カーボンプライシング、ゼロエミッション車や排出量削減目標になどに関して、日
本の気候変動政策に対して非常に戦略的かつ積極的な取り組みを行っています。 

• ソフトバンクグループ、武田薬品工業を筆頭に、積極的に政策に関与する企業が増えてきています。 
 
日本企業の気候変動問題への対応、特に化石燃料からの脱却に企業が備えることができているかどうかに、世界
中の投資家による関心が高まっています。 
 
世界の機関投資家による取り組みである Climate Action 100+のエンゲージメントプロセスの主要な焦点のひ
とつには、企業による気候変動政策への関与が含まれています。 
 
エンゲージメント対象企業には、下記の日本企業 10社が対象リストに挙がっています：ダイキン工業、ENEOS
ホールディングス、日立製作所、本田技研工業、日本製鉄、日産自動車、パナソニック、スズキ、東レ、トヨタ自
動車（順不同）。 
 
 
InfluenceMapの日本カントリーマネージャー、長嶋モニカは、次のように述べています： 
 
「重厚長大産業は他の業界と比べて労働人口や経済成長に占める割合が比較的小さいにも関わらず、日本の
気候変動政策に対して、他の業界団体を上回るかたちで関与を続けています。」 
 
「重厚長大産業が様々な気候変動政策に反対し続ける一方で、ここ数年、経済界全体では、よりポジティブな
取り組みへと徐々にシフトしています。」 
 
「今回の調査結果は、日本の主要な産業横断型の経済団体である経団連について、政策的立場の策定方法
についてと、気候変動政策に関する会員全体の意見を正確に代弁しているかどうかについて疑問を投げかけてい
ます。」 
 
 

  レポート全文はこちらのページからご覧いただけます 
 
 
詳細や取材のお問い合わせ先：  

長嶋モニカ、日本カントリーマネージャー、InfluenceMap（東京）  

T : +81 (0) 70-4086-3199 / monica.nagashima@influencemap.org  

  

Simon Cullen、コミュニケーションマネージャー、 InfluenceMap（ロンドン）  

T : +44 (0) 7956 496 414 / simon.cullen@influencemap.org  
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InfluenceMap について 
InfluenceMap は英国ロンドンに本社を構え、東京、ソウルとニューヨークに拠点を置くシンクタンク。気候変動やエネルギー
に関するデータに基づいた分析を投資家や企業、メディア等に提供している。企業が気候変動・エネルギー政策に与える影
響およびロビー活動を分析する InfluenceMap独自の研究は、これまで世界の機関投資家が温室効果ガス排出量の多
い企業に気候変動の対応を働きかけるクライメート・アクション 100+（CA100＋）プロセスをはじめ、世界各国の投資家
やグローバルメディア、NGO等に幅広く活用されてきた。 
 
 
 

 
 
 

 


